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 契約書の作成の要否 要。
 落札者の決定方法 予算決算及び会計令第
79条の規定に基づいて作成された予定価格の
制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札
を行った入札者を落札者とする。
 手続における交渉の有無 無。
 その他 詳細は入札説明書による。
５ Summary

 Official in charge of expenditure of the

procuring entity : YOSHIZAKI Yoshiya,

the obligated officer, Director‑General of

the Secretariat, Tokyo High Court, 114
Kasumigaseki, Chiyoda‑ku, Tokyo 100
8933, Japan

 Classification of the procurement : 26

 Nature and quantity of the substance to

be purchased : Electric power to be con‑

sumed at Courthouse of Tokyo High Court,

Tokyo District Court, and Tokyo Summary

Court ; Contracted demand 3,800kW ; Esti‑

mated consumption 10,874,000kWh

 Supplying period : From April 1, 2017 th‑

rough March 31, 2018

 Supplying place : As shown in the ex‑

planatory paper for the bid

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
平成 28 年 12 月 12 日

独立行政法人国際協力機構
契約担当役 理事 神崎 康史

◎調達機関番号 567 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 76
 購入等件名及び数量 複写印刷サービス業
務委託単価契約（20172019年度） 一式
 調達内容の特質等 本件は、各種資料の複
写印刷業務他につき委託するものである。
 期間 平成29年４月１日から平成32年３月
31日
 納入場所 独立行政法人国際協力機構本部
 入札方法 最低価格落札方式（詳細は入札
説明書による）。

３ 入札説明書等
 入札説明書は以下のサイトに掲載します。
本公告の「入札説明書等（ＰＤＦ）」欄に掲
載されているファイルをダウンロードしてご
参照ください。
国際協力機構ホームページ
（http://www.jica.go.jp/index.html）→「調
達情報」→「公告・公示情報／選定結果」→
「国内向け物品・役務等（公告・質問回答・
入札資料・選定結果の一覧）」→「国内向け物
品・役務等 公告／選定結果（2016年度）」
（http://www.jica.go.jp/chotatsu/buppin/
koji2016.html）
※なお、契約担当部署は以下のとおりです。
調達部 契約第三課 電話0352266609
ファクシミリ0352266324

 入札、開札の日時及び場所 平成29年１月
31日（火）午前10時00分 独立行政法人国際
協力機構本部 １階111会議室

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨に限る。

 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、参加の意思及び上記２
に掲げる資格を有することを証明するため、
契約担当役から競争参加資格の確認を受けな
ければならない。
 落札者の決定方法
ア 上記の資格の確認を受け、入札書を持
参した入札者であって、独立行政法人国際
協力機構一般契約事務取扱細則第11条の規
定に基づいて作成された予定価格の制限の
範囲内で最低価格をもって有効な入札を
行った者を落札者とします。
イ 入札説明書第２「仕様書」に対する総価
（円）をもって価格の比較を行います。

 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札及び入札に関する条
件に違反した入札。

 Qualification for participating in the bid‑

ding procedures : Suppliers eligible for par‑

ticipating in the proposed bid are those who

shall :not apply to Article 70 of the Cabi‑
net Order concerning the Budget, Auditing,

and Accounting (however, minors, persons

under curatorship, or persons under assis‑

tance who obtained the consent necessary

for concluding a contract may be applicable

to the status of special reasons within the

said article) ; not apply to Article 71 of
the above‑mentioned Cabinet Order ; 
have Grade A in Selling classification in

terms of the qualification for participating

in bids required by the Supreme Court (sing‑

le qualification for every ministry and

agency) in the fiscal years 2016, 2017 and

2018 and meet the qualification for partici‑

pating in bids within Kanto‑Koushinetsu re‑

２ 競争参加資格 この一般競争に参加を希望す
る者は、競争参加資格を有することを証明する
ため、当機構の確認を受けなければなりません。
具体的には、以下の要件を全て満たす者が本
競争に参加することができます。
 細則第４条の規定に該当しない者であり、
当機構から「独立行政法人国際協力機構契約
競争参加資格停止措置規程」（平成20年10月１
日規程（調）第42号）に基づく契約競争参加
資格停止措置を受けている期間中でないこ
と。

 公告日において平成28・29・30年度全省庁
統一資格の「役務の提供等」の「Ａ」又は「Ｂ」
又は「Ｃ」又は「Ｄ」の等級に格付けされ競
争参加資格を有する者（以下「全省庁統一資
格者」という。）
ただし、上記における全省庁統一資格者で
ない者が本競争への参加を希望する場合は、
別途資格審査を受けることができます。
 日本国で施行されている法令に基づき登記
されている法人であること。
 競争から反社会的勢力を排除するため、競
争に参加しようとする者（以下、「応札者」と
いう。）は、以下のいずれにも該当しないこと、
および、当該契約満了までの将来においても
該当することはないことを誓約し、競争参加
資格確認申請書の提出をもって、誓約したも
のとします。
なお、当該誓約事項による誓約に虚偽が

あった場合又は誓約に反する事態が生じた場
合は、競争参加資格を無効とします。
ア 応札者の役員等（応札者が個人である場
合にはその者を、応札者が法人である場合
にはその役員をいう。以下同じ。）が、暴力
団、暴力団員、暴力団関係企業、総会屋、
社会運動等標榜ゴロ、特殊知能暴力団等（こ
れらに準ずるもの又はその構成員を含む。
平成16年10月25日付警察庁次長通達「組織
犯罪対策要綱」に準じる。以下、「反社会的
勢力」という。）である。
イ 反社会的勢力が応札者の経営に実質的に
関与している。
ウ 応札者の役員等が自己、自社若しくは第
三者の不正の利益を図る目的又は第三者に
損害を加える目的をもって、反社会的勢力
を利用するなどしている。
エ 応札者の役員等が、反社会的勢力に対し
て、資金等を供給し、又は便宜を供与する
など直接的若しくは積極的に反社会的勢力
の維持、運営に協力し、若しくは関与して
いる。
オ 応札者の役員等が、反社会的勢力である
ことを知りながらこれを不当に利用するな
どしている。

カ 応札者の役員等が、反社会的勢力と社会
的に非難されるべき関係を有している。
キ その他、応札者が東京都暴力団排除条例
（平成23年東京都条例第54号）に定める禁
止行為を行っている。

gion ;The Time and place of Application
for the qualification of  shall be in the
manner of application for single qualifica‑

tion for every ministry and agency ; have
a license to be a General Electricity Utility

in accordance with Article 2, paragraph 2

of the retail electricity company ; and 
meet the qualification requirement which

the obligated officer may specify in accor‑

dance with Article 73 of the above‑

mentioned Cabinet Order

 Time‑limit for bid : 5 p.m., February 7,

2017

 Contact point for the notice :

TSUKAGOSHI, Financial Division, Sec‑

retariat, Tokyo High Court, 114 Ka‑
sumigaseki, Chiyoda‑ku, Tokyo 1008933,
Japan, TEL 0335811548
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